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本日の報告内容

 政府の財政状況に関するデータ体系の概観

・「国の財務書類」の体系
・SNA及びGFSの体系
・2つの体系の比較

 政府債務の持続可能性を考えるための財政データの利用方法

・IMFのSRDSF
・内閣府の経済財政に関する中長期試算

・国と地方の財政状況を示すデータの利用方法
・社会保障基金データの取り扱い

（注）本報告の内容は、発表者の個人的見解であり、発表者の所属する組織の見解ではない。
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「政府」の財政活動を示すデータの種類

区分 内容 日本の財政データ

Budget execution 
reports
（予算の執行報告）

They follow the annual budget’s presentation and 
classification and compare outturns of revenue, 
expenditure, and other fiscal aggregates with the 
corresponding values in the approved budget.

決算及び
決算参照書類

Government financial 
statements or 
accounts
（国の財務会計報告）

They are produced in accordance with national or 
international accounting standards and summarize 
the government’s financial position and 
performance.

国の財務書類

Fiscal statistics
（財政統計）

They are produced in accordance with national or 
international statistical standards and summarize 
the impact of the public finances on the wider 
economy.

国民経済計算年報

（注）区分及び内容は、Fiscal Transparency Handbook (IMF, 2018)のP9の記述による。



一般会計歳出総額・税収・公債発行額の推移

国の一般会計の歳出・税収・公債発行額
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「国の財務書類」の整備の経緯①

（出所）財務省, 2024, 令和4年度「国の財務書類」ガイドブック
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「国の財務書類」の整備の経緯②

（出所）財務省, 2024, 令和4年度「国の財務書類」ガイドブック
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「国の財務書類」の体系

（出所）財務省, 2024, 令和4年度「国の財務書類」ガイドブック
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「国の財務書類」の体系

（出所）財務省, 2024, 令和4年度「国の財務書類」ガイドブック

 「国の財務書類」の対象範囲

• 「一般会計」の財務書類だけではなく、すべての特別会計を含む「一般会計・特別会計合算」書類と、す
べての独立行政法人や国立大学法人等を含む197法人を連結した「連結」書類が作成・公表されている。
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「国の財務書類」の体系

（出所）財務省, 2024, 令和4年度「国の財務書類」ガイドブック

 「公的年金」の取り扱い

• 厚生年金及び国民年金について、将来の年金給付財源に充てるために保有している資産の合計額から「未
払金」等を控除した金額を「公的年金預り金」として負債に計上。



10

「国の財務書類」における主要集計指標

（出所）財務省, 2024, 令和4年度「国の財務書類」のポイント

 フロー・ストックの主要集計指標

• 毎年の「費用」と「財源」の差額である「超過費用」を表示。

• ストックの「資産」と「負債」の差額である「資産・負債差額」を表示。



 国民経済計算の「制度部門」区分
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SNA／GFSの体系：制度部門の区分

制度部門の名称

非金融法人企業 市場生産に携わる非金融の法人企業（及び準法人企業）。

金融機関 主要な活動が金融仲介業務及びそれを促進する業務である法人企
業（及び準法人企業）。

一般政府 非市場生産を行う、公的部門に属する機関で、機関から成り、政
府により支配、資金供給される団体を含む。

対家計民間非営利団体 非市場生産を行い、家計に対して財貨・サービスを提供する非営
利団体で、政府による支配、資金供給を受けていない団体。

家計
消費を行う主体。
ただし、生産活動を行う自営の個人企業（非法人企業）も含まれ、
住宅の自己所有者（持ち家）分も、不動産業の生産活動を行うも
のと擬制される。

海外 非居住者
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SNA／GFSの体系：制度部門の区分

 政府諸機関は、活動と支配関係に応じて一般政府、公的企業、民間企業に分類される。

https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/2022/sankou/pdf/bunrui.pdf



13

SNA（国民経済計算）の体系

（出所）SNA2008



「国民経済計算統計年報」（2022年度国民経済計算年次推計）

https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/2022/2022_kaku_top.html

• 「一般政府」の所得支出勘定・資本勘定・金融勘定、期末貸借対照表・調整勘定

• フロー編 付表6-1： 一般政府の部門別勘定

収入・支出（実物取引）、「純貸出・純借入」、「プライマリーバランス」、及び金融取引の内訳等

• フロー編 付表6-2： 一般政府の部門別勘定

GFSの基準に基づく収入・費用（実物取引）及び金融取引の内訳等

• フロー編 付表7： 一般政府の機能別支出

• フロー編 付表8： 一般政府の機能別最終消費支出

• フロー編 付表9： 一般政府から家計への移転の明細表（社会保障関係）

• フロー編 付表10： 社会保障負担の明細表（社会保障関係）

• フロー編 付表24(3)： 一般政府の金融資産・負債の取引の内訳

• ストック編 付表3： 一般政府の部門別資産・負債残高

• ストック編 付表6(3)： 一般政府の金融資産・負債の残高の内訳

「一般政府内部門別の機能別支出・機能別最終消費支出に係る参考系列」

https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/sankou-cofog/index.html

SNA／GFSの財政データの体系
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http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/h22/h22_kaku_top.html
https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/sankou-cofog/index.html
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SNA／GFSの財政データの体系：更新のタイミング（2022年度分実績）

 11月末（2023年11月28日）
・年次推計に係る利用上の注意（政府諸機関の分類、例年と異なる取り扱い）
https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/reference1/h27benchmark/riyou_kakuhou.html

 12月上旬（2023年12月8日）
・SNA年次推計概要

 12月末（2023年12月25日）
・SNA年次推計フロー編（付表6-1, 6-2, 9, 10、制所、制資、主1,2等）

 1月中旬（2024年1月19日）
・SNA年次推計ストック編（付表7, 8, s統合, s制等）

 1月下旬（2024年1月31日）
・SNA一般政府内部門別の機能別支出・機能別最終消費支出に係る参考系列
（付表7, 8のCG, LG, SS）
https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/sankou-cofog/index.html

https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/reference1/h27benchmark/riyou_kakuhou.html
https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/sankou-cofog/index.html
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GFS（政府財政統計）の体系

（出所）IMF, 2014, GFS Manual 2014

Net Lending/Borrowing
（財政収支）

Net Operating Balance
（純業務収支）
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GFS（政府財政統計）の体系：主要指標

（出所）IMF, “Using the Government Finance Statistics Manual 2014 in Fiscal Analysis”



SNA／GFSの財政データ：一般政府の支出・収入・財政赤字

税123, 社会負担78, その他19

雇用者報酬29, 財貨・サービスの使用25, 固定資本減耗21, 利子8, 補助金7, 社会給付124, 
その他24

純業務収支▲18

固定資本減耗
20

非金融資産の取得
22

Revenues
220兆円

Expenses
238兆円

純貸出/純借入
▲20兆円

18

一般政府の支出規模
（政府の大きさ）

240兆円

財政赤字

〔数値は2022年：兆円〕

純取得
▲2

Transactions of 
non-financial 

assets

（出所）内閣府「国民経済計算」



 財政構造の変化

• 1990年代以降、人口構造の変化を踏まえて、政府の担う経済活動には、質的に大きな変化が生じてきた。

 義務的支出としての「社会保障給付」の増加、裁量的支出としての「公共投資」の削減

 社会保障給付に連動する「社会保険料」負担の増加、消費課税の拡大

SNA／GFSの財政データ：一般政府の支出・収入規模

一般政府の支出規模〔対名目GDP比〕 一般政府の収入規模〔対名目GDP比〕

（出所）内閣府「国民経済計算」
19
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SNA／GFSの財政データ：一般政府の支出・収入規模の国際比較

（出所）財務省, 2024, 日本の財政関係資料 P11



 「政府最終消費支出」の内訳

政府最終消費支出は、政府の提供するサービスのコストを積み上げたもの。
（「固定資本減耗」は、過去に支出された公共投資のコスト化分。）
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SNA／GFSの財政データ：経済性質別・目的別の支出規模

政府最終消費支出 （単位：兆円） 雇用者報酬 中間投入 固定資本減耗 現物社会移転
（市場産出の購入） その他

合　計 122.1 29.8 27.1 21.0 52.7 -8.5

24.4% 22.2% 17.2% 43.2% -6.9%

　１．一般公共サービス 9.7 4.4 5.0 1.5 0.0 -1.2

　２．防   　 衛 4.9 2.0 1.7 1.3 0.0 -0.1

　３．公共の秩序・安全 6.4 4.9 1.1 0.7 0.0 -0.3

　４．経済業務 16.0 2.2 4.1 10.7 0.0 -1.0

　５．環境保護 3.6 0.7 2.7 2.4 0.0 -2.2

　６．住宅・地域アメニティ 2.1 0.3 0.4 1.4 0.0 -0.1

　７．保　　　健 47.5 1.0 4.9 0.2 41.7 -0.3

　８．娯楽・文化・宗教 1.7 0.5 0.9 0.4 0.0 -0.1

　９．教　　　育 14.4 11.0 4.2 2.2 0.0 -2.9

１０．社会保護 15.7 2.6 2.0 0.3 11.0 -0.2

（出所）内閣府「国民経済計算」

〔数値は2022年：兆円〕



単位：兆円　2022年度
（出所）国民経済計算

社会保障給付等

地方政府の行政経費

中央政府の行政経費

国庫補助負担金・
地方交付税交付金等

社会保障費

(社会保障基金への移転)

国税等 85.4兆円

社会保険料等

81.2兆円

117.1兆円

45.5兆円

中央政府

（国）

社会保障基金
（年金・医療・介護等の

特別会計）

地方政府
（地方公共団体）

83.3兆円

41.4兆円

29.4兆円

9.9兆円

地方税等 53.0兆円
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SNA／GFSの財政データ：一般政府内の相互関係

 一般政府の構成と相互の関係

• 中央政府、地方政府、社会保障基金のそれぞれの主要財源である国税、地方税、社会保険料の規模と、相
互の間の移転の規模を理解することができる。

（出所）内閣府「国民経済計算」, 2022年度

一般政府



SNA／GFSの財政データ：経済性質別の支出規模

社会保障費 公共投資

雇用者報酬 その他支出

 政府のプライマリー支出（国・地方別・対GDP比）

23
（出所）内閣府「国民経済計算」
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「国の財務書類」と「SNA／GFS」の対象範囲の比較

（出所）財政制度等審議会, 2006, 公会計整備の一層の推進に向けて～中間とりまとめ～
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「国の財務書類」と「SNA／GFS」の計上範囲の相違

（出所）財政制度等審議会, 2006, 公会計整備の一層の推進に向けて～中間とりまとめ～



26

（参考）公的年金の給付と財源の内訳（年度別の構成割合）

（出所）令和6（2024）年年金財政検証県連資料①、「過去30年投影ケース」
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（出所）令和6（2024）年年金財政検証県連資料①、「過去30年投影ケース」

（参考）公的年金の給付と財源の内訳（バランスシート：運用利回りによる現在価値）



「国の財務書類」と「SNA／GFS」の主要集計指標の比較

• 一般会計・特別会計の「国の財務書類」の「超過費用」は、「GFS」の中央政府の「業務収支」と概ね同
水準で推移。
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一定期間の累計値

5年間 10年間 15年間 20年間
2018～
2022

2013～
2022

2008～
2022

2003～
2022

一般会計・特別会計の超過費用
（財源－費用）

-168 -285 -484 -571

GFS中央政府の業務収支
（収入－費用）

-159 -284 -465 -566

（参考）SNA中央政府の財政収支
（純貸出・純借入）

-165 -294 -477 -585

（参考）連結財務書類の超過費用
（財源－費用）

-149 -260 -450 -519

（出所）財務省, 2024, 令和4年度「国の財務書類」のポイント; 内閣府, 国民経済計算

（注）連結財務書類の超過費用は、GPIFの資金運用収益を除く。



「国の財務書類」体系のデータ
（連結財務書類）

「SNA/GFS」体系のデータ
（一般政府）

範囲 各省庁の業務と関連する事務・事業を実施
している法人を連結の対象とする。

国の一般会計、全ての特別会計（14会
計）、全ての独立行政法人（87法人）、
国立大学法人等を含む197法人を連結。

地方公共団体及びその関連する事務・事業
を実施している法人を含まない。

非市場生産を行い、国の支配を受けている機
関）を対象とする。

国の一般会計（公務員住宅賃貸を除く）、
10の特別会計（うち2会計は一部のみ）、
61の独立行政法人（うち5法人は一部の
み）、国立大学法人等を含む。

地方政府・社会保障基金には、地方公共団
体及びその支配を受けている機関を含む。

作成主体 財務省が、各府省の協力を得て作成。 内閣府経済社会総合研究所が作成。

資産・負債の価額 資産は、性質に応じた計上方法に基づく。
負債は、支払い義務額に基づく。

資産・負債は、時価による評価を原則とする。

資産負債差額の
増減要因

「資産・負債差額増減計算書」において、財
源・費用の要因及びその他の要因について、
それぞれの金額が示される。

―
（「調整勘定」において、価格変動要因と、そ

の他資産量変動要因が示される。）
公的年金の取り
扱い

将来の公的年金給付の財源に充てられる積
立金等を資産に計上し、それに見合う金額を、
「公的年金預り金」として負債計上。

公的年金の積立金を資産として計上する一
方、将来の支払い義務について、負債には計
上しない。

日本の財政データに関する「国の財務書類」と「SNA／GFS」の比較

29



IMFのSRDSFにおける
Debt Sustainability Analysis

（DSA）

内閣府による
「中長期の経済財政に関する試算」

推計期間 今後5～10年間 今後10年間程度

収支見通しの範囲 一般政府 中央政府・地方政府合計

（一般政府全体についても「部門別収支」の
見通しとして表示）

政府債務の範囲 一般政府の総債務残高（名目値） 国・地方の公債等残高（名目値）
（普通国債残高＋地方債残高＋地方交付
税特別会計借入金残高）

収支と政府債務の見通
し作成方法

IMF担当者が、マクロ経済と財政に関して、
ベースラインシナリオを作成し、現実妥当性の
チェックを実施

一定の経済前提（①過去投影ケース、②成
長移行ケース、③高成長実現ケース）の下で、
財政に関する想定を設けて作成

リスクの評価 ファンチャートの作成
将来の要資金調達額（Gross Financing 
Needs）の予測
ストレステストの実施

潜在成長率低下、金利上昇、政府支出増
加に関するストレスシナリオを実施
医療・介護に関する長期見通しを作成

公表の頻度とタイミング 年1回（IMF4条協議のスタッフレポートに記
載）

年2回（1月・7月）

政府債務の持続可能性に関する分析の比較

30



１．DSAの「ベースライン」の作成（10年間）

①もっともらしいマクロ経済の状況と財政政策の
組合せについて、各国の担当者が「ベースライ
ン」のシナリオを作成

②「現実妥当性」の確認

 過去の政府債務関連の重要変数、需給ギャップの「予測誤差」の大きさ
 今後5年間の政府債務対GDP比の変動予測値と実績値の対比
 今後3年間の政府債務対GDP比の変化幅の過去実績との比較
 今後3年間のPB対GDP比（循環的要因調整後）の変化幅の過去実績との
比較

 今後の実質実効為替レートの見通しの妥当性の確認
 今後の実質GDP成長率の見通しの妥当性
 PB変化が実質GDP成長率に与える影響の大きさの確認
 今後の新規資金調達条件の妥当性の確認

「中期のソブリンリスク」の評価方法

IMFによる政府債務の持続可能性分析（SRDSF）

31
（出所）IMF, 2024, Japan Staff Report for the 2024 Article IV Consultation



２．政府債務のファンチャートと、要資金調達額（GFN）の作成（5年間）

３．中期リスクの機械的評価指標―DFIとGFIの作成

DFI（Debt Fanchart Index）
FFの分布の幅、債務非安定化の確率、債務残
高の中央値を指標として統合して作成。

GFI（GFN Financeability Index）
GFN対GDP比の平均値、国内民間銀行の政府向
け信用供与の大きさ、ストレスが発生した場合
の民間銀行に追加的に求められる政府向け信用
供与の大きさの3つを統合して作成。

IMFによる政府債務の持続可能性分析（SRDSF）

32
（出所）IMF, 2024, Japan Staff Report for the 2024 Article IV Consultation



４．ストレステストの実施

５．中期のソブリンリスクの評価

ストレス発生時の政府債務やGFNがどのように変化するかを理解することが目的。
① 銀行危機に関するストレステスト
② 資源価格変動に関するストレステスト（資源輸出国）
③ 偶発債務の現実化に関するストレステスト
④ 為替レートの変動に関するストレステスト
⑤ 自然災害に関するストレステスト

DFIとGFIの2つの指標からMTI（Medium-Term Index）を作成。
閾値に応じて「機械的シグナル」が決定。
リスクを緩和する方向に作用すると考えられる流動的資産のバッファーの大きさなども考慮
しつつ、中期的なソブリンリスクの大きさが最終評価される。

IMFによる政府債務の持続可能性分析（SRDSF）

33
（出所）IMF, 2024, Japan Staff Report for the 2024 Article IV Consultation



34

内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」

 作成方法の主な特徴
・異なる経済の前提についての見通しを作成（過去投影、成長移行、高成長実現）。
・中央政府だけではなく、地方政府を含む。
・社会保障給付に関しては、公費負担分のみを対象としている。
・公債等残高には、国庫短期証券や交付国債などを含まない。

（出所）内閣府, 2024, 中長期の経済財政に関する試算 2024年7月



35

内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」

 政府支出の見通し
多年度の計画により具体的な規模が想定されている支出や高齢化に伴う社会保障費の増加を織り込みつつ、
社会保障以外の一般歳出は物価上昇率並みに増加することを想定。

（出所）内閣府, 2024, 中長期の経済財政に関する試算 2024年7月



36

内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」

 金利上昇リスク
2026年度以降、長期金利が継続的に0.5％pt程度上振れた場合の姿を示している。

（出所）内閣府, 2024, 中長期の経済財政に関する試算 2024年7月
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政府債務の持続可能性を考える上で重要な情報

 短期的な政府支出・税収の変動の要因と今後の見通し
（コントロールの可能性とマクロ経済への影響）

 長期的な人口構造変化に伴う社会保障給付の増加の影響
（社会保険料も含めて必要とされる財源の大きさ）

 今後の要資金調達額
（今後の借換債の発行額の見通し）

 その他、財政収支に影響を与えると考えられる事象
（税収の変動要因等）



38

政府債務の持続可能性を考える上で重要な情報

 短期的な政府支出・税収の変動の要因と今後の見通し

（出所）内閣府, 2024, 中長期の経済財政に関する試算 2024年7月
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政府債務の持続可能性を考える上で重要な情報

 人口構成の変化や賃金・物価の伸び等によって、医療・介護給付については中長期的な増加が見通される。

（出所）2024年4月2日 経済財政諮問会議における内閣府提出資料



40

政府債務の持続可能性を考える上で重要な情報

 医療・介護給付の増加見通しの下では、財政収支の悪化と債務残高の増加が想定される。

（出所）2024年4月2日 経済財政諮問会議における内閣府提出資料



41

政府債務の持続可能性を考える上で重要な情報

 医療・介護給付の増加抑制を行うことによって、収支悪化と債務増加の抑制が図られる。

（出所）2024年4月2日 経済財政諮問会議における内閣府提出資料
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政府債務の持続可能性を考える上で重要な情報

 医療・介護給付の増加抑制を行うことによって、収支悪化と債務増加の抑制が図られる。

（出所）2024年4月2日 経済財政諮問会議における内閣府提出資料



43

政府債務の持続可能性を考える上で重要な情報

 将来の政府の要資金調達額については、一定の前提の下での仮定計算が行われている。

（出所）財務省, 2024, 国債整理基金の資金繰り状況等についての仮定計算（2024年2月）
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